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令和６年度(2024 年度)第２回北海道食の安全・安心委員会への意見の提出について 

 

委員名  久保 友彦   

 

 

資料番号 御意見、御質問 

資料２－２ クリーン農業推進には生産者に対するインセンティブが不可欠と考

えるが、いかがでしょうか。 

 

 生産者に直接働きかけるものでなくとも、クリーン農産物を扱うこ

とが流通から消費者までの経路のあちこちで有利に働くような仕掛

けを小さいところから仕掛けていくのはどうでしょうか。 
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令和６年度(2024 年度)第２回北海道食の安全・安心委員会への意見の提出について 

 

委員名  山﨑 浩司   

 

 

資料番号 御意見、御質問 

2-1 クリーン農業に対する理解醸成とありますが，おそらく取り組む意

義等について，皆が理解は既にしているのではないかと思います。 

実際に，取り組まない，または取り組めない理由は把握できているの

でしょうか。 

 

02-3 クリーン農業サポーター数の達成状況が計画よりかなり少ない状況

となっていますが，その理由は把握されておられるのでしょうか。何

が足かせになっているのでしょうか。 

 

資料１ 鳥インフルエンザに対する防御方法について，早急な技術開発が必

要と考えます。 
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令和６年度(2024 年度)第２回北海道食の安全・安心委員会への意見の提出について 

 

委員名  今成 貴人   

 

 

資料番号 御意見、御質問 

０２－１ 

０２－３ 

資料０２－１の「策定の方向性」にも明記されていますが、クリーン

農業の推進には、生産者・消費者の双方で取り組む意義の理解・浸透

が必要不可欠であり、また、継続的に取り組むためには、生産者の収

益確保（売上（収量・単価）、生産資材費、労務費などの収支）が前

提となることから、生産者・消費者双方の理解・浸透に向けた取り組

みや、費用削減につながる新たな技術の開発・普及に向けた取り組み

について、第８期計画（目標指標含む）に十分に反映していただきた

い。 
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令和６年度(2024 年度)第２回北海道食の安全・安心委員会への意見の提出について 

 

委員名  池田 成志   

 

 

資料番号 御意見、御質問 

資料番号 2-

1「取り巻く

情勢の変化」

について 

意見１「化学肥料や農薬の使用量は減少、近年減少幅が縮小」につい

て 

日本、中国、韓国からなる東アジアは化学農薬、化学肥料、農業用ビ

ニール（日中韓で世界の農業用ビニール消費量の半分を占める）など

の（単位面積あたりの）有限な資源の消費量が世界的にも突出して多

い地域なので、引き続き化学肥料、化学農薬の削減に努めて頂きた

い。例えば、インドのような開発途上国と比べて日本や韓国の農地の

単位面積あたりの農薬使用量はそれぞれ 10 倍以上、20 倍以上と指摘

されているので（Abhilash and Singh, 2009）。 

 

 意見２「気候変動」と「資材価格の高騰」について、 

研究者の視点からの提案として、籾殻燻炭や木炭クズなどの炭を混

和（重量比で全堆肥に対して上限 10％程度までの混和）して熟成さ

せた畜糞堆肥（炭堆肥）の生産と利用を強く推奨致します。 

・以下のような多面的効果が期待できます。 

１）農地への炭素貯留、 

２）畜糞に含まれる養分の大気への揮散や地下水への溶脱の抑止、 

３）堆肥熟成過程における温暖ガスの発生の抑制、 

４）発酵時の高温化と高温期間の増加による殺菌効果と堆肥化期間

の短縮、 

５）堆肥中に含まれる残留農薬や抗菌物質などの汚染物質の分解促

進、 

６）堆肥の保肥効果の増加（長期間の緩効な施肥効果）、 

７）経年静養による施用量の削減が期待できるなどの多面的効果 

８）土壌環境の改善による作物への寒暖ストレスの緩和、（土壌）病

虫害の軽減 

９）総合的な営農経費削減 

１０） 道産バイオマス・地域資源の循環的な有効活用 
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資料番号 御意見、御質問 

資料番号 2-

1「取り巻く

情勢の変化」

について 

意見３「一戸あたり経営面積の増」について 

一戸あたりの経営面積の増加に対応する形で経営リスクも同じよう

な割合で増加してしまわないような支援策の提案ができないか？例

えば、一定の実績があり、農水省や道庁の施策に沿った経営をしてき

た生産者（各種制度の認定生産者など）などへ優先的な支援策、助成

制度などを提供するなど。助成金の廃止や条件変更など、農水省や道

庁の都合による農業政策の変更によって生産者の営農状況が右往左

往させられるような事態にはならないようにして頂きたい。政策の

方向性を大きく変えるときは、生産者が検討や対応をするための一

定のモラトリアム期間を設けるべき。 

 

 意見４「スマート農業技術の普及」について、 

生産者に大きな負担を強いることのない安価で安全なスマート農業

技術、あるいは営農を圧迫せずに適切に減価償却できる安全なスマ

ート製品やスマート技術、スマートサービスなどの開発に務めて頂

きたい。これらの要素は持続的農業の視点からも重要である。日本は

台風や集中豪雨、地震などの災害が多い国柄であるので、高価なスマ

ート農業技術の普及で経営リスクが増加するというような本末転倒

的な事態にならないようにして頂きたい。 

 

 意見５新たな「食料・農業・農村基本法」と「みどりの食料システム

戦略」について 

１）「環境と調和のとれた食料システムの確立」のために下水汚泥、

特に化学物質の組成が季節や地域、さらには時代によって不定であ

り、人や環境に対して安全なものだけに限定できない都市下水汚泥

の農畜産業・養殖業等への利用にあたっては慎重に対応して頂きた

い。今世紀初頭からの全世界的な都市下水汚泥の安全性研究の結果

から、都市下水汚泥は焼却処理後のリンや金属資源の回収、メタン発

酵への利用、炭化資材としての利用、焼却灰の建設資材への利用な

ど、農業利用以外の他の用途に活用することが世界的潮流となって

いる。スマート農業や持続的農業の先進国であるオランダやドイツ

ではほぼ都市下水汚泥はほぼ全量が焼却や炭化処理されている。 
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資料番号 御意見、御質問 

資料番号 2-

1「取り巻く

情勢の変化」

について 

２）「食料の安全保障の確保」のために、国内、道内の有機畜産を除

く慣行の大型家畜の飼養頭数を徐々に減らして頂きたい。特に牛の

飼育は輸入資源に大きく依存すると同時に、国内の農地や各種（農

業）資源も多く必要とする資源浪費型の家畜であるので、国家の食料

安全保障上の観点からも飼育頭数が適切になるように公的に管理し

たほうが良い。肉が多く、果物や野菜の摂取が少ない西洋型の食生活

から地中海食や日本食のような（全粒）穀物、果物、野菜の摂取が多

い食生活への転換がＷＨＯを含めて世界的に推奨されている

（Castro-Quezada et al., 2014; Jones and Engleson, 2010; 

Martinez-Gonzalez and Martin-Calvo, 2016; Tennant et al., 

2014）。大型家畜の肉食を減らせば、食用作物の栽培を増やすことに

もつながり、環境汚染の抑制、資源の効率的な活用、食料生産量の向

上、さらに国民の健康改善にもつながる。現状の日本の農業・食料の

産業構造や食生活の生産性を維持するという方向性では現実的な持

続的な農業や国家の安全保障を確保することはできないと思いま

す。 

 

 ３）「生産力の向上と持続性の向上を技術革新で実現」について、 

上記の意見２も参照して頂き、貴重な税金を使って色々な技術革新

を考える前に、古い技術・経験の見直し、海外の研究情勢の冷静な分

析、継続的な地道な技術開発などをして頂けると大変有難い。 

 

資料番号 2-

1「第８期計

画策定にあ

たって頂い

た主な意見」

について 

意見６「クリーン農業の意義や価値の共有が重要」について、 

日本の農水省では減農薬栽培や有機栽培は環境保全のためという位

置づけにあるが、世界的には減農薬栽培や有機栽培の役割としては

残留農薬が減ることによる安全性の向上がより強く期待されている

（Mnif et al., 2011）。特に、化学的感受性が高いと思われる妊婦

（胎児）や乳幼児に対する農薬を含む化学物質の影響（Heindel and 

vom Saal, 2009; Xin et al., 2015; Yang et al., 2015）、成人男

女の生殖機能に対する農薬や環境ホルモンの影響（Chiu et al., 

2018; Chiu et al., 2019）などについての重要な研究情報が EU 圏

を中心に発信されているので、それらの知見も道民に積極的に紹介

して頂く、あるいは、道立の研究機関において類似の研究を推進して

頂くことで減農薬栽培や有機栽培の意義や価値の向上につなげて頂

きたい。 
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資料番号 御意見、御質問 

資料番号 2-

1「第８期計

画策定にあ

たって頂い

た主な意見」

について 

意見７「化学肥料や農薬の最小限の使用と安定生産の両立について、

生産者と消費者、双方に理解醸成が必要」 

一般論として、世界的には有機農業の収量は慣行農業の 10～25％と

報告されている（Seufert et al., 2012; De Ponti et al., 2012; 

Wilbois and Schmidt, 2019; Schram et al., 2018; Ponisio et 

al., 2015; Hasanaliyeva et al., 2021; Palmer et al., 2013; 

Tétard-Jones et al., 2013）。但し、有機栽培の収量が安定化する

には 3年から 5年程度必要であり（Seufert et al., 2012）、上記

の収量差は絶対的なものではなく、有機と慣行の収量差は中長期的

には縮まる傾向にあり（Schram et al., 2018 ）、実際に欧州域の

現在の有機の収量は 20 年～30 年前の慣行と同程度と言われており

（Rempelos et al., 2021）、長期継続による有機農業の生産性の向

上が示唆されている。 

海外では無農薬栽培や有機による減収リスクについて作物の種類

や栽培条件、土壌条件等との関係が詳しく研究されている（Seufert 

et al., 2012）。例えば、収量減リスクが比較的少ない作物として、

イネ、トウモロコシ、エンバク、ダイズ、エンドウ、ニンジン、レタ

ス、ナタネ、トマト、飼料作物、収量減リスクが比較的大きい作物と

してオオムギ、コムギ、アマ、リンゴ、イチゴなど具体的な作物種が

提示されている（De Ponti et al., 2012）。同様に、国内でも現時

点の農業技術では作物の種類が異なると減農薬栽培や有機栽培の難

易も異なるというようなことを行政や科学者が生産者と消費者の両

方に丁寧に説明し理解を求めることも重要だろうと思われる。また、

同時に、減農薬栽培や有機栽培が難しい野菜や果物などの作物種に

ついて道立試験場で重点的に技術開発、持続的農業を支援する動植

物の育種等の推進も検討して頂きたい。 

 

 意見８「生産量を落とさずに環境負荷を低減するにはスマート農業

技術が必要」について、 

上記の意見５-２）を参考にして頂きたい。小手先の省力化と精密化

では現在進行形の現代農畜産業・養殖業による環境破壊を抑制する

ことはできないと思われる。中長期的視野からの、真に持続的、健康

的な産業体系や食生活スタイルへの移行の必要性について広く道民

に丁寧な説明と情報提供を行い、道民からの理解を得るための実効

性のある政策・技術開発を推進するべき。 
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資料番号 御意見、御質問 

資料番号 2-

1「第８期計

画策定にあ

たって頂い

た主な意見」

について 

意見９「クリーン農業も経済的なメリットが必要」について、 

上記の意見 6 を参考にして頂きたい。高価格帯の農作物を提供する

ことの多い減農薬や有機栽培などの持続的農業を支援する理由、動

機として、環境に良い、というだけでは非常に弱い消極的なものにし

かならない。 

 

 意見 10「化学肥料や農薬を更に低減するためには新たな技術開発が

必要」について 

上記の意見２、意見４、意見５-３）を参考にして頂きたい。 

 

 意見 11「国内外の環境負荷低減推進への流れを鑑み他の品目への取

組拡大を期待」について、 

日本全体の農政において海外の環境負荷低減推進への流れについて

の情報の収集と活用が不十分だと思われるので、まずは文献だけで

も良いので海外の主要国の環境負荷低減推進への流れに鑑みて、道

内農食産業の環境負荷低減推進の流れを改善して頂きたい。海外視

察等を行う場合は単なる観光にならないように事前の予習、事後の

報告・視察結果の公表等もしっかりとして頂きたい。主要先進国の中

で都市下水汚泥の農業利用を拡大しようという政策を積極的に推進

している国は現時点で日本だけである（Collivignarelli et al., 

2019）。 

 

 意見 12「環境保全型農業の推進に当たっては、クリーン農産物の需

要喚起を図っていくことが重要」について、 

クリーン農産物の積極的な需要喚起のためには上記の意見６も参考

にして頂きたい。 

 

資料番号 2-

1「第８期計

画素案」につ

いて 

意見 13「道総研と連携したクリーン農業技術の開発」について 

北海道農業は EU 圏の農業と類似性が高いことから、欧州域の先進的

な持続的農業に係る政策・技術を参考にしてクリーン農業技術の開

発を進めて頂きたい。 
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資料番号 御意見、御質問 

資料番号 2-

1「第８期計

画素案」につ

いて 

意見 14「技術導入により係る経費と収入との調和が必要」について、 

「技術導入により係る経費と収入が調和」する状況が続くようでは

農業関係の組織や企業、税収担当者が儲かるだけで、生産者自身の手

取りは全く増えない。経費と収入が調和する必要性はない。そうでは

なく、「新技術導入により係る経費の削減と収入の向上が必要」だと

思われる。少しでもそのような北海道の農食産業にして頂くための

新技術の開発と導入を目指して頂きたい。生産者の視点から読むと

強い違和感を受ける文章なのではないかと思われる。誰のための農

政なのか、という点を明確に意識して再検討して頂きたい文章であ

る。農法に関係なく、健全な形で生産者が儲かるようにして、その結

果としての消費活動により道内経済を向上させるべき。 

 

 意見 15「クリーン農業に取り組む意義やクリーン農産物を購入する

ことで環境負荷の低減に貢献することについての理解醸成」につい

て 

上記の意見６も参考にして頂きたい。 

 

 意見 16「有機農産物への需要に応える生産を推進」について 

名古屋市が協力して運営されている「オアシス 21 オーガニックファ

ーマーズ朝市村」（毎週土曜日に開催）のような事業を札幌市や道内

の主要都市で推進して頂きたい。名古屋市から開催が天候に左右さ

れない屋根付きの場所を都心部に確保してもらうことで、毎週開村

前に行列ができ、整理券が出されるほどの盛況である。単なる朝市で

はなく、新規の有機農業就農者の営農支援の場として朝市が機能し

ている。是非とも道庁や道内自治体の良い参考事例として同様の事

業を推進して頂きたい。 

 

 意見 17「輸出先国の農薬残留基準に対応できる産地づくり」につい

て 

PFAS など都市下水に由来する乾燥汚泥や下水汚泥入り堆肥の利用に

よる意図しない形での農産物汚染が発生しないように注意して頂き

たい。輸出先国で酷い農産物汚染が摘発されると日本の農産物全体

の信頼性を失うことになるので。 
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資料番号 御意見、御質問 

資料２－２、

P1 

意見 18「クリーン農業について」 

都市下水汚泥をクリーン農業に活用する場合は、都市下水汚泥由来

の汚染物質により生産者の健康や農村地域の環境破壊、各種化学物

質による農作物汚染等のリスクを回避するため、都市下水汚泥の農

業利用の安全性に係る海外の近年の研究情勢に鑑みて、道内の都市

下水汚泥の農業利用時のリスクアセスメントも全面的に見直して頂

きたい。PFAS だけでも海外の研究者から日本の環境行政は下記のよ

うな指摘を受けている酷い状況だと理解して頂きたい（Bünemann et 

al., 2024、欧州 8カ国の著者による総説）。 

“Another relevant challenge is that substances subject to 

control in Europe and the US may be produced in other 

countries, where they are not or less well regulated and they 

may be imported unknowingly in manufactured goods.～Production 

of PFASs is subject to controls on manufacturing and use in 

Europe and the US, but China and Japan are major global centres 

of production (IPEN, 2019; Lu et al., 2021).” 

また、現代の都市下水汚泥には難分解性の医薬品由来の多数の生理

活性物質群、例えば、Ciprofloxacin（抗生物質）、17α -

ethinylestradiol（避妊薬）、Triclosan（抗菌剤）、Triclocarban

（抗菌剤）、17β-estradiol（天然型女性ホルモン）、Estrogens（女

性ホルモン）、Fluoroquinolone（抗生物質）なども含まれており、

人だけではなく環境（野生生物）に対する生態的リスクも指摘されて

いることから（Meías et al., 2021）、農業用下水汚泥や再生水の利

用においては人と環境に対する安全性の確保を最優先して頂きた

い。 

資料２－２、

P2、 

 

意見 19「農業の取組による温室効果ガスの削減をカーボンクレジッ

ト化」について 

農食分野における温室効果ガスの削減をカーボンクレジット化する

場合は必ず実効性を担保する検査体制、例えば、抜き打ちの土壌検査

による土壌炭素の蓄積量増加の確認等、も同時に構築して頂きたい。

そうでないと、カーボンクレジット化の導入が進めば進むほど税金

が無駄遣いされ、同時に地球環境の破壊が加速化されてしまうとい

う最悪のシナリオに陥ってしまうので。環境汚染物質の規制と同様

に実効性をどう保障するかが温暖化ビジネスの健全性の維持にとっ

て非常に重要である。 
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資料番号 御意見、御質問 

資料２－２、

P3 

意見 20「特別栽培農産物」について、 

「地域によって、特別栽培米では汚泥肥料は使えないケースもある

ことへの対応」として、「農林水産省の WEB サイトに掲載している

Q&A に「特別栽培農産物に係る表示ガイドライン」では汚泥肥料の使

用を禁止していないことを追記するとともに、その旨の地方自治体

への通知」を行うことが、令和 4年度に開催された「下水汚泥資源の

肥料利用の拡大に向けた官民検討会」で提案されているが、下水処理

場からの下水汚泥や再生水を用いた水稲栽培のような冠水条件下に

おいては一般的な圃場で栽培される畑作物等と比べて水溶性の汚染

物質がイネに直接吸収されるリスクが高くと思われるので、このよ

うな指示に対しては慎重に対応して頂きたい。同様に、下水処理場か

らの再生水を利用した野菜の水耕栽培や養殖事業なども汚染物質が

直接作物の根や養殖された水生生物に吸収されるリスクが高くなる

と思われるので、そのような事案の実施については慎重に対応、検討

をして頂きたい。 

現代の都市下水は、化学工場由来の廃水で汚染されていた昔の時代

の下水とは異なり、医薬品や美容品、化粧品、衛生用品、洗剤等が大

量に廃棄される生活排水や非化学系の企業活動由来の多種多様な化

学物質を含んでおり、重金属中心の堆肥の品質管理は時代の流れに

対応していない。 

 

資料２－２、

P4 

意見 21「有機農業に活用できる品種の開発」について 

EU 圏では既に有機農畜産業に活用できる作物や家畜の品種の選抜や

育種が大規模に進められている（Cakmak et al., 2009; Kanissery 

et al., 2019; Nuijten et al., 2017; Rempelos et al., 2020; van 

Bueren et al., 2010; van Bueren et al., 2012; van Bueren et 

al., 2014）。道内は EU 圏と栽培作物の種類や気候が比較的似てい

ることから、それらの品種の導入（導入品種の利用）なども検討して

頂きたい。 
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資料番号 御意見、御質問 

資料２－２、

P4 

意見 22「農産物の輸出」と「国際水準ＧＡＰ」について 

下水汚泥入り堆肥や乾燥下水汚泥の利用は有機 JAS 及びグローバル

GAP においては認められていません。化学物質を不使用とする有機農

業、さらに、高品質な農産物を保証する国際的な認証制度であるグロ

ーバル GAP の認証を得られている生産者・関係者が下水汚泥入りの

堆肥や乾燥下水汚泥を有機栽培用の圃場やグローバル GAP 認定圃場

に誤って施用しないように道庁関係者から丁寧に指導して頂きた

い。なお、日本政府の作った JGAP と ASIAGAP においては下水汚泥の

農業利用は循環型農業として推奨されているので、 農産物の輸出

時は GAP 制度間の違いを農業関係者に良く理解して頂き、農産物の

輸出時に輸出先の国と不要なトラブルが発生しないように、道庁か

ら農業関係者へ事前に丁寧に指導、説明をしていただきたい。 

 

資料２－３ 意見 23「クリーン農業の環境負荷低減効果を学んだ児童・生徒数」

について 

他の自治体では実施事例が既にあるが、安全性の評価がしっかりと

なされるまでは、都市下水汚泥入りの堆肥や都市下水から回収した

リン酸肥料を不用意に児童や生徒に触れさせたり、生徒や児童に都

市下水汚泥入り堆肥を使った作物栽培をさせたり、そこで得られた

農作物の試食をさせたりしないようにして頂きたい。堆肥化やリン

の回収作業の過程で都市下水由来の汚染物質や各種病原体のリスク

がゼロになるわけではなく、現状の日本では都市下水汚泥の農業利

用においては重金属類以外の汚染物質はブラックボックス状態だと

いうことを是非とも理解して頂きたい。環境科学分野において、日本

と中国はPFAS生産大国として欧州諸国の科学者から名指しで指摘さ

れているような状況であることを是非とも肝に銘じておいて頂きた

い。そのような状況にあっても、妊婦と子供だけでも安全・安心でき

る生活環境を提供できるように努力して頂きたい。 

 

 


